○芳賀町開発指導要綱
平成15年8月25日
告示第35号
第1章　総則
(目的)
第1条　この要綱は、本町における無秩序な宅地開発を防止し、環境良好な市街地形成を図るため、本町内で宅地開発等を行う者(以下「事業者」という。)に対し適正な指導を行い、公共施設及び公益的施設の整備を促進し、もって住みよい町づくりの実現と地域住民の健全な生活環境を保全することを目的とする。
(適用基準)
第2条　この要綱は、都市計画法(昭和43年法律第100号。以下「法」という。)、建築基準法(昭和25年法律第201号)その他関係法令に規定されているもの及び栃木県開発許可事務要綱によるもののほか、本町と協議すべき諸基準を示したものである。
(適用範囲)
第3条　この要綱は、本町内の法に基づく開発行為でその規模が1,000平方メートル以上のものに適用するものとする。ただし、次に掲げるもので合計規模が1,000平方メートル以上となる場合も同様とする。
(1)　同一事業者が隣接して連続的に事業を行う場合
(2)　複数の事業者が行う一団の宅地開発行為については、それが共同事業と認められるもの
(3)　その他町長が開発の事前協議を必要と認めたもの
(事前協議)
第4条　事業者は、前条の規定による開発行為をしようとする場合は、開発行為許可申請をする前にあらかじめ土地利用に関して町長と協議するものとする。
2　前項の協議は、開発行為事前協議申出書(別記様式。以下「申出書」という。)によるものとする。
(協議書の処理)
第5条　前条の規定により提出された申出書は、都市計画課が受理し、関係課と協議し、必要な措置を講ずるものとする。
(事業者の説明)
第6条　町長は、第4条の協議に付された事業について、必要があると認めたときは、事業者及び地主に説明を求めることができる。
(協定の締結等)
第7条　事業者は、町長が特に必要と認めたときは、事業の施行に際し、地元関係住民と公害防止、災害防止等必要な事項について協定を締結するものとする。
2　事業者は、前項の協定を締結した場合は、開発行為許可申請書にその写しを添付するものとする。
第2章　公共施設等
(公共施設等の設置)
第8条　事業者は、開発行為又は開発行為に関連する工事により新たに設置される公共施設等については、第9条から第14条に定める基準に従い自己の負担で施工するものとする。
(道路)
第9条　開発行為により設置される道路の基準については、次の各号によるものとする。
(1)　接続道路が建築基準法第42条第2項に該当する場合には、当該規定による後退部分は、公共施設とするものとする。
(2)　国、県、町道以外の認定外道路については、開発区域の規模、形状に応じてU字溝、L型側溝又は縁石等を設置するものとする。
(3)　開発行為の区域内に設置する道路は、原則として舗装幅員6m以上とし、アスファルト舗装にするものとする。
(公園、緑地等)
第10条　公園、緑地及び広場等の設置については、町長と協議するものとする。
(排水施設等)
第11条　排水施設の設置及び下水道施設に接続する場合、またゴミ集積所等の用地については、町長と協議するものとする。
2　開発区域内の汚水を付近の水路等に放流する場合は、必ず汚水の浄化施設を設置するものとする。
3　汚水を放流する場合には、直接放流先の同意を得るものとする。
4　前項の規定に基づく同意のほか、特に汚水放流について影響があると認められる場合には、その関係者の同意を得るものとする。
(消防水利施設等)
第12条　開発区域内の消防水利施設等の設置については、開発行為に基づく消防水利に関わる事務取扱基準(昭和55年4月1日芳賀地区広域行政事務組合消防本部制定)によるものとする。
(上水道施設)
第13条　上水道の施設は、あらかじめ芳賀中部上水道企業団企業長と協議し、その指示に従わなければならない。
(駐車場施設)
第14条　事業者は、開発行為の規模、目的等から判断し必要と認める場合は、駐車場用地を確保し、整備するものとする。
(施設の帰属、引継ぎ、維持管理)
第15条　開発行為の施工により新たに設置される公共施設等については、法第32条の規定に基づく協議において原則として町に帰属するものとする。
2　前項の規定により町に帰属することとなる公共施設等の引継ぎ、維持管理等については、次の各号に掲げるところによるものとする。
(1)　事業者は、帰属する施設の工事が完了した場合は、工事完了公告を行う前に遅滞なく検査を願い出て町長の検査を受けなければならない。
(2)　帰属する施設の引継ぎの時期は、工事完了の公告の翌日とする。
(3)　事業者は、帰属する施設の登記に必要な書類(登記承諾書・印鑑証明)及び維持管理に必要な関係書類を工事完了公告日までに町長に提出するものとする。
(4)　帰属する施設については、工事完了公告の翌日から町が維持管理するものとする。
3　開発区域内の公共施設等で、事業者が管理することとなった公共施設等の敷地については、工事完了公告日までに用途に応じた地目変更の登記をするものとする。また、事業者が居住者等に管理を承継する場合は、町長に協議するとともに維持管理のための適切な処置を講じるものとする。
第3章　その他の基準
(宅地の基準)
第16条　開発行為によって計画する1戸建住宅の1宅地の過少面積は、概ね200平方メートルを基準とする。
(文化財の保全)
第17条　事業者は、開発区域内の文化財については、町長と事前に協議し、その保全に万全を期するとともに事業施行中に埋蔵文化財を発見したときは、直ちに芳賀町教育委員会に届出をし、その保全措置等に関する指示に従うものとする。
(委任)
第18条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定めるものとする。
制定文　抄
平成15年9月1日から適用する。
別記様式(第4条関係)
	開発行為事前協議申出書
　
年　　月　　日　　　　
　
芳賀町長　　　　　　　　　　　様
　
　
協議申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　印　
　
　芳賀町開発指導要綱第4条の規定により、次の開発行為について事前協議の申し出をします。

	開発区域の位置
	　

	開発区域の面積
	m2
	事業の目的

	市街化区域
	区域内　　区域外
	用途地域　　　　　　　　　　　　地域

	工事施行者
	　

	事業施行期間
	　自　　　　年　　月　　日　　　至　　　　年　　月　　日

	公共施設の概要
	1　道路
2　公園
3　排水施設
4　消防水利

	※
協議経過及び協議に付した条件等
	　


(注)　※印のある欄は記入しないでください。
